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地域銀行のビジネスモデル転換の方向性
― 地域と共に進化する地域銀行を目指して ―
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【 緊急リポート 】



1

１．地域銀行を取り巻く経営環境と収益状況 P 2

２．モデル転換を迫られる地域銀行 P 9

３．金融行政の動向 P 17

４．リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）の有用性 P 25

５．これからの地域銀行に必要なビジネスモデル P 40

６．まとめ P 64

《 構 成 》



１．地域銀行を取り巻く経営環境と収益状況

～厳しさを増す経営環境～
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◯ 邦銀、特に地域銀行を取り巻く経営環境は厳しさを増している
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少子高齢化

地域経済

地方創生

アベノミクス

デフレからインフレ転換へ

世界的な
金融緩和の継続

金融行政

顧客本位の業務運営

地域銀行を取り巻く
経営環境

日本銀行
長短金利操作付き

量的・質的金融緩和政策

FinTechの台頭

柔軟性・利便性・効率性

深刻な運用難

預貸金利鞘の縮小
有価証券利回りの低下

資産運用ビジネス
の重要性

貯蓄から資産形成へ

持続可能な
ビジネスモデル構築

の必要性

銀行の課題は
B/S管理から
P/L管理へ

【 地域銀行を取り巻く経営環境（概観） 】

（資料）みずほ総合研究所作成

(1)地域銀行を取り巻く経営環境
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◯ 生産年齢人口の大幅減少かつ老年人口もピーク間近の地域はこのままでは人口減少加速を避けられず

‧ 人口減少時代にはサービス業の生産性向上などの観点から経営資源の「選択と集中」がより求められることに

【 都道府県別に見た2025年の生産年齢人口、老年人口（2015年比） 】

（注）2025年は出生率中位・死亡率中位の推計。
（資料）総務省統計局「国勢調査報告」2015年版、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）」より、みずほ総合研究所作成

いますぐ抜本策が
必要な地域

中期的な対策が
将来を左右する地域

長期的な備えが
必要な地域

(2)地方における人口減少と少子高齢化の状況
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◯ 地域銀行105行合計の18/3期の当期純利益は9,563億円(前期比▲0.9％)と減益

‧ 資金利益の減少等による実質業務純益の悪化が主因。但し、株式等関係損益やその他損益の改善(貸倒引当金の戻入

益など)に支えられ、全体としては微減にとどまった

‧ 個別行では105行中59行が減益

【 地域銀行105行合計：当期純利益 】 【 同：実質業務純益 】

（注）与信関係費用は貸倒引当金戻入益および償却債権取立益を含まない(「その他損益」に含まれる)。
（資料）日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成

（年／月）

▲ 20,000

▲ 15,000

▲ 10,000

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

09
/3

10
/3

11
/3

12
/3

13
/3

14
/3

15
/3

16
/3

17
/3

18
/3

実質業務純益 与信関係費用 株式等関係損益

その他損益 法人税等 当期純利益（億円）

▲ 50,000

▲ 40,000

▲ 30,000

▲ 20,000

▲ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

09
/3

10
/3

11
/3

12
/3

13
/3

14
/3

15
/3

16
/3

17
/3

18
/3

資金利益 役務取引等利益 国債等債券損益

経費 その他 実質業務純益
（億円）

（資料）日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成

（年／月）

(3)地域銀行の経営動向 ①当期純利益・実質業務純益
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◯ 地域銀行105行合計の18/3末の貸出残高は253.3兆円(前期末比＋3.8％)と増加

‧ 貸出先別に見ると、中小企業向け、個人向けで増加

◯ 地域銀行105行合計の18/3末の有価証券残高（時価ベース）は85.6兆円(同▲6.7％)と減少

◯ その他有価証券評価差額は合計で5.5兆円(同＋0.4兆円)

・ 債券、その他(外国証券、投資信託等)の含み益が縮小したものの、株式の含み益が拡大

【 地域銀行合計：貸出残高（貸出先別） 】 【 地域銀行合計：有価証券残高とその他有価証券評価差額 】

（注） 中小企業＝中小企業等貸出金－消費者ローン
大企業＝総貸出金－中小企業等貸出金－地方公共団体向け貸出金

（資料） 日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成

（年／月）
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(3)地域銀行の経営動向 ②貸出金・有価証券
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【 国内基準行平均：自己資本の状況 】 【 国内基準行：自己資本比率の分布（18/3期） 】 【 国際統一基準行平均：自己資本の状況 】

◯ 18/3末の国内基準行平均の自己資本比率は9.95％(前期末比▲0.17％Pt)、国際統一基準行（注）平均の普通株式等

Tier1比率は14.14％(同＋0.33％Pt)
‧ 国内基準行については、自己資本が増加したものの、貸出増加等によるリスクアセットの拡大が上回り、自己資本比率は

低下。但し、個別行ごとに見ても、総じて十分な水準を確保
（注）群馬銀行、千葉銀行、横浜銀行、八十二銀行、北國銀行、静岡銀行、滋賀銀行、中国銀行、山口銀行、伊予銀行、名古屋銀行の11行

（資料）日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成
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(4)地域銀行の本業収益力低下(金融庁)
◯ 金融庁が2018年9月に公表した「金融行政のこれまでの実践と今後の方針（平成30事務年度）」では、前事務年度の振

り返りとして、地域銀行の過半数で本業赤字となっているほか、いったん本業赤字となった地域銀行の多くで黒字転換で

きていない状況を提示

◯ また、目先の収益確保を優先し、抜本的な経営効率化に取り組んでいないなど、経営陣による経営戦略・計画の策定・

実行態勢の課題や、取締役会の形骸化等のガバナンスの発揮状況の課題を指摘

‧ RAF等を活用した経営態勢の構築や、取締役会等による経営に対する有益な貢献・規律付けの重要性を提示

【 本業利益の利益率とその変化幅 】 【 地域銀行の本業赤字の状況 】

（注） 1.左図は地域銀行105行の決算短信より作成。本業利益の利益率＝（貸出残高×預貸金利回り差＋役務取引等利益－営業経費）/預金（平残）
2.右図は金融庁より。連続赤字行数比率は、地域銀行106行（埼玉りそな銀行を含む）に占める本業利益が2期以上連続して赤字となっている銀行の比率。

（資料） 金融庁「変革期における金融サービスの向上にむけて～金融行政のこれまでの実践と今後の方針～（平成30事務年度）」（2018年9月）、日経Financial Questおよび各行決算短信より、

みずほ総合研究所作成
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２．モデル転換を迫られる地域銀行

～地域銀行に必要な戦略～
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○ 地域経済が人口減少や高齢化という構造的な課題を抱える状況にあり、銀行ビジネスそのものも金利低下・

イールドカーブのフラット化に直面し、従来型の貸出依存型・業容拡大型の経営戦略・収益構造はもはや維持で

きない環境にあることを前提に考える

○ 地域経済の低迷を前提として、中長期的な営業基盤や経営体力について分析・評価を実施し、フォワードルッキ

ングな観点から、自らの地域銀行としての経営のサステナビリティをどの様な経営戦略で確保するかを経営トッ

プ自らが“経営者の覚悟”として明確にすることが全ての出発点

○ これからの地域銀行の経営戦略に必要なのは「地域銀行としてどうあるべきか、どうなりたいか」という長期的な

目標を明確に定義し、その上で目指すビジネスモデルを文書化・可視化すること。 この一連のプロセスを「経営

目標を達成するために何をすべきで何をすべきでないか」を明確に定義することができるRAFを活用して推進

• RAFはリスク管理の枠組みではなく、「経営のあり方」そのものであるとの認識が重要

経営環境に対する厳しい認識経営環境に対する厳しい認識

地域銀行の経営者に求められること地域銀行の経営者に求められること

経営戦略は明確化・可視化すること → 処方箋を策定するツールとしてのRAFの活用経営戦略は明確化・可視化すること → 処方箋を策定するツールとしてのRAFの活用

【 これからの地域銀行のビジネスモデルを考える上での前提事項 】

◯ 地域銀行は、もはや従来型の経営戦略・収益構造を維持できない中、経営トップ自らが経営のサステナビリティ実現に向

けた経営戦略を“経営者の覚悟”として明確にする必要。その処方箋策定・実行の枠組みとしてRAFの活用が重要に

（資料）みずほ総合研究所作成

(1)地域銀行の経営者に求められること
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◯ 地域銀行が足許の厳しい経営環境を克服するには、以下の観点から自らを総点検し、新しいビジネスモデルに進化する

ことが必要
【 これからの地域銀行に必要な戦略 】

. 不透明で不確実な経営環境を乗り切るための新たなビジネスモデルを金融機関の経営者が自ら考え、定義し

実践する枠組みが必要。それを支えるのがリスクアペタイト･フレームワーク(RAF)

事業性評価は地域銀行における事業戦略の中核

持続可能なビジネスモデルへの転換にあたっては、各行の強みや地域特性に応じた創意工夫が重要。多様

な顧客ニーズに対応すべく、伝統的な商業銀行の枠にとらわれないオープンな連携・グループ化が必要に

金融と事業がクロスオーバーする領域は有望な金融仲介の領域であり、事業を育成する金融のリアルビジネ

ス化・商社化が一つの方向性に

収益的に厳しい地域銀行こそ、ITテクノロジー（FinTech）の本格的活用を検討すべき。中途半端な受け身的

対応ではなく、主体的に判断し経営戦略に反映していくことが必要

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF)

事業性評価

オープンな連携・グループ化

金融のリアルビジネス化・商社化

ITテクノロジー（FinTech)の本格的活用

（資料）みずほ総合研究所作成

(2)これからの地域銀行に必要な戦略 ～5つのキーワード
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◯ リスクアペタイト･フレームワーク（RAF）は、事業・財務戦略とリスク管理を一体運営していくための経営管理の枠組み

‧ 経営レベルのリスクアペタイト（RA）を、組織の最前線まで浸透させる枠組み（一連の手続きや役割・責任等を規定）

◯ リスクアペタイト（RA）とは、事業・財務戦略実現のために積極的に受け入れる用意があるリスクの水準と種類

‧ 収益・資本・流動性・企業価値（ブランド）等の諸要素についてリスクアペタイトを設定。リスクアペタイトおよび運営態勢等

をリスクアペタイト･ステートメント（RAS）として文書で表明し、取締役会の承認を得る

【 リスクアペタイト･フレームワーク（RAF） 】

リスク
プロファイルリスク

プロファイル

リスク
プロファイル

大

下限

適正な
リスクテイク

不十分な
リスクテイク

過度な
リスクテイク

小

リ
ス
ク
の
水
準

計画策定 → 実績フォロー → 業績評価という一連の経営
管理サイクルの中で、常にリターンとリスク（自己資本・
流動性等）を一体的に運営していくことを目指す枠組み

○ 経営陣が様々なステークホルダーからの要求や期待等を
踏まえ、リスクキャパシティとリスクアペタイトを決定

○ 決定したリスクアペタイトの範囲内にリスクプロファイルが収
まっていることをフォロー・評価

（資料） みずほ総合研究所作成

リスクキャパシティ

上限
リスクアペタイト

※  リスクアペタイト ： 自らの戦略目標や事業計画を達成するために進んで受け入れるリスクの種類・量

リスクプロファイル ： ある一時点で保有するリスクの種類・量

リスクキャパシティ ： 引き受けることのできる最大のリスク量（これを超過した場合、各種規制等に抵触）

こうした経営レベルのリスクアペタイトを組織の最前線まで

浸透させる枠組みがリスクアペタイト・フレームワーク（RAF）

(3)5つのキーワード： ①リスクアペタイト・フレームワーク(RAF)
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◯ 「地域と共に進化する地域銀行」を目指す上で、「事業性評価」の強化は不可欠な事業戦略の位置付け

‧ 地域銀行にとっては「事業性評価」は取り組むか否かを検討するステージではなく、具体的に実践するステージ

【 事業性評価に基づく融資のプロセス 】

本

部

営

業

店

積極的な支援

融資の起案

融資の承認

③企業の事実情報の
評価情報への転換

金融機関

企

業

企業の
評価

⑤認識の一致

⑥融資の組み換え

⑦ソリューションの提供

①ニーズや課題の問いかけ

②企業の事実情報の収集

④評価情報のフィードバック

事業性評価に
基づく融資

（資料） 金融庁資料より、みずほ総合研究所作成

(3)5つのキーワード： ②事業性評価
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【 オープンな連携・グループ化 】

◯ 地域銀行においては、ビジネスポートフォリオの一体運営に基づいて収益源の多様化を進めていく上では、オープンな連

携・グループ化に基づくアライアンス経営の強化が有効な戦略

‧ 銀行経営者には、ファンドマネージャーのような視点と柔軟な対応が求められる

地域銀行

Ｘｘｘ

地域銀行

地域経済地元企業 個人顧客

地域銀行

グループ経営

外部との連携アライアンス経営

バランスシート運用の多様化
L：運用の長期化
E：海外資産での運用
D：運用手段の多様化・実質エクイティ投資

証券子会社

アセットマネジメント会社

FinTech

地域銀行

メガバンク

投資ファンド

企業の生産性向上
に向けた金融仲介
機能の発揮

個人の資産形成支援
顧客本位の業務運営

持続可能な

ビジネスモデルの確立

顧客との

共通価値の創造

（資料） みずほ総合研究所作成

グループ経営・アライアンス経営
の強化を通じた収益源の多様化
－ビジネスポートフォリオの一体運営

(3)5つのキーワード： ③オープンな連携・グループ化
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【 金融の「リアルビジネス化」「商社化」 】

◯ 金融のリアルビジネス化、商社化は、金融機関が生き残り、進化していく上で重要な方向性

‧ 金融と事業がクロスオーバーする分野は、従来、商社やノンバンクが得意としてきた領域だが、地域銀行を含めた既存の

金融機関にとっても有望な金融仲介の領域

‧ 事業に関与することは、商社のビジネスモデルと類似しており、銀行の「リアルビジネス化」は「商社化」とも言える

(3)5つのキーワード： ④金融のリアルビジネス化・商社化

（資料） みずほ総合研究所作成
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⾮デジタル
⾦融サービス
に特化

⾦融機関が⾃らデジタル
化を推進、⾃社顧客基盤
に新しいサービスを提供

◯ 金融機関におけるFinTechを活用したビジネス戦略の見直しでは、①自らデジタル化を推進、②非デジタル金融サービス

分野に特化、という2つの方向性に大別。但し、デジタル化の潮流は地域でも不可逆的であることを踏まえる必要

◯ 地域銀行は、自らの強みやリソースを勘案し、ITテクノロジー（FinTech）の本格的活用にかかる経営戦略を構築する必要

‧ スピードが重要。FinTechに積極的に対応するか否かに拘わらず、“様子見”的な受け身的対応では生き残れない

【 金融機関におけるFinTechを活用したビジネス戦略見直しの方向性 】

（資料） みずほ総合研究所作成

(3)5つのキーワード： ⑤ITテクノロジー(FinTech)の本格的活用

デジタル
重視

デジタル
重視

非デジタル
重視

非デジタル
重視

金融機関による
顧客接点

金融機関による
顧客接点

FinTech企業による
顧客接点

FinTech企業による
顧客接点

⾦融機関
（現状の⽴ち位置）

「⼟管銀⾏」へのシフト
（⾃らは決済やバランスシート

の機能を提供する⿊⼦に）

顧客を奪われ、
役割消滅？

①②



３．金融行政の動向

～地域銀行に対する金融行政の変化～

17
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(1)金融行政は変わったのか ～「金融処分庁」から「金融育成庁」へ

◯ 金融行政は、「金融処分庁」から「金融育成庁」へ

‧ 足許では、金融サービスの向上に向けた「金融育成庁」としての7つの取組みを推進

1980年代 バブル経済
1990年代 不良債権問題の深刻化
1997年 アジア通貨危機、北海道拓殖銀行・山一證券等の破綻
1998年 金融監督庁発足

日本長期信用銀行や日本債券信用銀行の国有化

主要行等への公的資金注入（～1999年）

2000年 金融庁発足
2002年 「金融再生プログラム」
2004年 「金融改革プログラム」
2005年 ペイオフ解禁
2006年 メガバンクが公的資金完済
2007年 「ベター・レギュレーション」
2008年 リーマン・ショック（世界金融危機）
2013年 金融モニタリング基本方針
2015年 金融行政方針
2016年

2017年
2018年 金融庁組織再編

検査・監督基本方針

金融行政のこれまでの実践

と今後の方針
（金融レポート・金融行政方針を一体化）

金融レポート・金融行政方針

主要行における不良債権比率を2004
年度までに半減させる目標を掲げる

【金融監督庁発足時の主な課題】

・金融行政への信頼回復

・不良債権問題の解決

・利用者保護のためのミニマム・スタンダードの徹底

【当時の検査・監督の方針】

・ルール重視の事後チェック行政

・厳格な個別資産査定中心の検査

・法令順守の徹底

【ベター・レギュレーション（金融規制

の質的向上）の4本の柱】
1.ルール・ベースの監督とプリンシプル・

ベースの監督の最適な組み合せ

2.優先課題の早期認識と効果的対応

3.金融機関の自助努力尊重と金融機関

へのインセンティブの重視

4.行政対応の透明性・予測可能性の向上

「金融処分庁」から「金融育成庁」へ

【金融行政の目標】

・安定的な資産形成

・企業・経済の持続的成長を通じた国民の厚生の増大

【金融サービスの向上に向けた「金融育成庁」としての7つの取組み】
1. デジタライゼーションの加速的な進展への対応

～金融デジタライゼーション戦略～
2. 家計の安定的な資産形成の推進

3. 活力ある資本市場の実現と市場の公正性・透明性の確保

4. 金融仲介機能の十分な発揮と金融システムの安定の確保

～経営者の役割とガバナンス ～

5. 顧客の信頼感・安心感の確保 ～金融機関の行為・規律に関する課題～

6. 世界共通の課題の解決への貢献及び当局間のﾈｯﾄﾜｰｸ・協力の強化

7. 金融当局・金融行政運営の改革

【 金融行政の変遷 】

（資料）金融庁資料等より、みずほ総合研究所作成
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◯ 金融庁は、地域銀行に対して、①経営戦略・計画の着実な実行／経営体力等に見合ったリスクテイク、②経営戦略・計画

が着実に実行できる態勢の構築、③ガバナンスの発揮（取締役会・内部監査）が重要との問題意識

【 金融庁モニタリングで明らかになった課題 】 【 金融庁の問題意識 】

（資料）金融庁資料より、みずほ総合研究所作成

1. 経営戦略・計画の着実な実行／経営

体力等に見合ったリスクテイク

2. 経営戦略・計画が着実に実行できる態

勢の構築

3. ガバナンスの発揮

（取締役会・内部監査）

地域銀行が将来に亘って健全性を維持し、地域経済に対して金

融仲介機能を継続的に発揮していくため、以下の問題意識に基

づき、チェックリストを形式的に満たしているかではなく、ガバナ

ンス、内部管理態勢、リスク管理態勢が全体として実効的に機能

しているか評価

 目先の収益確保を優先し、経営理念に基づいた実現可能
性のある経営計画・収益計画を策定・実行していない

 計画に掲げた当期純利益・配当額・配当性向を維持するた
めに、経営体力やリスクコントロール能力に照らして過大と
思われるリスクテイクを行っている

 構造的な収益の悪化にもかかわらず、抜本的な経営効率
化に取り組んでいない

 収益の柱である商品・サービスの特性やリスクを理解せず、
必要な収益管理も行っていない

 取締役会が形骸化し、経営課題に関する実質的な議論を
行っておらず、社外取締役の客観的な視点や知見も活用し
ていない

 内部監査が事務不備の検証等にとどまり、経営への規律付
けの役割を果たしていない

経営戦略・計画とリスクテイク

経営計画・収益計画の策定と着実に実行できる態勢

ガバナンスの発揮

(2)金融庁：地域銀行モニタリング結果（平成29事務年度）
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◯ 金融庁は、地域銀行の有価証券運用モニタリングに関する中間とりまとめ結果を公表。地域銀行に対し、①経営体力・リ

スクコントロール能力に見合ったリスクテイク、②リスクテイクに見合った実効的な運用態勢・リスク管理態勢の構築、③リ

スクガバナンスの発揮（リスクアペタイトフレームワークの活用）、が重要との問題意識

【 地域銀行の有価証券運用に関する金融庁の中間とりまとめ結果と問題意識 】

1. 経営体力・リスクコントロール

能力に見合ったリスクテイク

2. リスクテイクに見合った実効

的な運用態勢・リスク管理態

勢の構築

3. リスクガバナンスの発揮（リ

スクアペタイトフレームワー

クの活用）

過大なリスクテイクは個別金融機関に対する信認低

下のみならず、連鎖的に金融システム全体に対す

る信認低下をもたらす懸念

 地域銀行の円金利リスク量は、自己資本対比で主要行等の3倍近い状況が継続

 2018年2月末時点の自己資本対比金利リスク量をみると、地域銀行平均と比較
して円金利リスク量で2.5倍以上、外貨金利リスク量で3倍以上となる先が存在

 円・外貨金利ともに2018年3月末時点から＋50bp上昇すると、地域銀行の1/4超
の先で期間収益を上回る含み損が発生するとの試算結果

 経営体力やリスクコントロール能力対比でのリスクテイクや含み損の処理に課題
（31先中23先）

 目先の収益を確保するため、有価証券含み損の処理を先送り（上記23先中8先）

 経営陣に運用状況を適切に報告していないなど、経営陣への報告態勢に課題
（31先中13先）

 数名の担当者で複雑な投信等に多数・多額の投資をするなど、複雑な商品の運
用・リスク管理態勢に課題（同6先）

 市場急変時を想定した対応策に関し、経営体力対比で許容できる損失限度額設
定や、限度額に抵触した際の具体的なアクションプランの策定、経営陣の関与・
判断に課題（同20先）

（資料）金融庁資料より、みずほ総合研究所作成

金融システムに与えるマクロ的な影響

経営体力・リスクコントロール能力対比でのリスクテイクの妥当性

リスクテイクに見合った運用態勢・リスク管理態勢の構築状況

(3)金融庁：地域銀行有価証券運用モニタリング 中間とりまとめ
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◯ 金融庁は、2018年9月に「金融行政のこれまでの実践と今後の方針（平成30事務年度）」を公表

‧ PDCAを明確化させる観点から、従来の「金融レポート」と「金融行政方針」を一体として策定

(4)金融庁「金融行政のこれまでの実践と今後の方針(平成30事務年度)」

【 「金融行政のこれまでの実践と今後の方針」 地域金融機関部分のポイント 】

持続可能なビジ

ネスモデルの構

築に向けた対応

 地域金融機関は、持続可能なビジネスモデルを構築し、将来にわたる健全性を確保することが必要

 一つ一つの地域金融機関がおかれた環境、それぞれの経営理念・経営資源等に応じ、最適なビジネスモデ

ルは金融機関ごとに異なる。したがって、まずは、地域金融機関の経営者が、自らに適したビジネスモデルと

は何か、真剣に検討することが重要

顧客である地域

企業との共通価

値の創造

 地域金融機関は、地域企業の真の経営課題を的確に把握し、その解決に資する方策の策定及び実行に必要

なアドバイスや資金使途に応じた適切なファイナンスの提供、必要に応じた経営人材等の確保等の支援を組

織的・継続的に実践する必要。このような金融仲介機能を十分に発揮することによって、地域企業の生産性

向上を図り、ひいては地域経済の発展に貢献していくことが求められている。こうしたことが、金融機関自身に

とっても継続的な経営基盤を確保する上で重要であると考えられる（「共通価値の創造」）

経営陣の役割と

ガバナンス

 地域金融機関が将来にわたる健全性を確保し、地域における金融仲介機能を継続的に発揮するためには、

経営陣が、経営理念の実現に向け、的確な現状分析に基づき、実現可能性のある経営戦略・計画を策定し、

これを着実に実行するための態勢を構築する必要がある（こうした一連のプロセスの中で、金融機関の実情

に応じ、例えばRAF、金融仲介機能のベンチマークによる自己評価、財務・経営分析、ストレステスト等を活

用）。その際、時間軸をしっかりと意識して取り組むことが鍵となる

 経営戦略・計画の実行に当たっては、営業店への浸透を図るとともに、顧客企業の評価も参考にしつつ、成果

を常に検証し、改善を図ること（PDCAの実践）が求められる

 取締役会(社外取締役を含む）がガバナンスを発揮し、経営に対して有益な貢献や規律付けを行うことも重要

（資料） 金融庁「変革期における金融サービスの向上にむけて～金融行政のこれまでの実践と今後の方針～（平成30事務年度）」（2018年9月）より、みずほ総合研究所作成
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(4)金融庁「金融行政のこれまでの実践と今後の方針(平成30事務年度)」

【 金融行政のこれまでの実践と今後の方針（地域金融機関における経営者の役割とガバナンス） 】

 地域金融機関が、安定した収益と将来にわたる健全性を確保し、金融仲介機能を十分に発揮することを通じて、

地域企業の生産性向上、ひいては地域経済の発展に貢献していくためには、経営陣による適切な経営戦略の

策定・実行と取締役会等によるガバナンスの発揮が重要。また、このような持続可能なビジネスモデルの構築に

あたっては、時間軸を意識して取り組むことが必要

◯ 地域金融機関において、経営陣による適切な経営戦略の策定・実行と取締役会等によるガバナンス発揮の重要性を強調

‧ 経営陣が、経営理念の実現に向け、的確な現状分析に基づき、実現可能性のある経営戦略・計画を策定し、これを着実

に実行するための態勢を構築する必要があり、その方策としてRAFの活用を提示

取締役会等によるガバナンス
（⼤きな戦略等の⽅向性と

実効的な規律付け）

将来にわたる健全性の確保
（持続可能なビジネスモデルの構築）

⾦融仲介機能の⼗分な発揮
（地域企業の⽣産性向上・
地域経済の発展に貢献）

経営陣
• 明確な経営理念
• 的確な現状分析に基づいた
経営戦略(RAFなども活⽤)

• 着実に実⾏するための態勢
• PDCAの実践

（資料） 金融庁「変革期における金融サービスの向上にむけて～金融行政のこれまでの実践と今後の方針～（平成30事務年度）」（2018年9月）より、みずほ総合研究所作成
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(5)地域銀行の持株会社設立動向 ～同一県内の有力行同士の再編に新たな道

◯ 公正取引委員会の審査が難航したふくおかFGと十八銀行の経営統合が決定（2018年8月）し、再編に新たな道

‧ 債権譲渡（競合行への借り換え）、貸出金利等のモニタリングおよび公取委への定期報告の条件付きで決着

【 地域銀行の持株会社 】

（注） 1. 2018年10月時点。沖縄および一部島嶼地域は地図上掲載略。

2. 関西みらいFG傘下の近畿大阪銀行と関西アーバン銀行は2019年4月に、トモニHD傘下の徳島銀行と大正銀行は2020年1月に、ふくおかFG傘下の十八銀行と親和銀行は同年
10月に、第四北越FG傘下の第四銀行と北越銀行は2021年1月にそれぞれ合併を予定。三十三FG傘下の三重銀行と第三銀行は今後の合併を検討。

（資料）各行公表資料より、みずほ総合研究所作成

ほくほくFG
（北陸銀⾏、北海道銀⾏）
12.9兆円／211億円

持株会社名
（銀行名：設立予定時期）
18/3期総資産／純利益

めぶきFG
（常陽銀⾏、⾜利銀⾏）
16.7兆円／430億円

フィデアHD
（荘内銀⾏、北都銀⾏）
2.7兆円／42億円

コンコルディアFG
（横浜銀⾏、東⽇本銀⾏）
18.6兆円／664億円

東京きらぼしFG
（きらぼし銀⾏）
5.4兆円／36億円

じもとHD
（きらやか銀⾏、仙台銀⾏）
2.5兆円／30億円

池⽥泉州HD
（池⽥泉州銀⾏）
5.5兆円／79億円

⼭⼝FG
（⼭⼝銀⾏、もみじ銀⾏、北九州銀⾏）
10.3兆円／329億円

トモニHD
（徳島銀⾏、⾹川銀⾏、⼤正銀⾏）
3.8兆円／111億円

⻄⽇本FH
（⻄⽇本シティ銀⾏、⻑崎銀⾏）
9.9兆円／214億円

ふくおかFG
（福岡銀⾏、熊本銀⾏、親和銀⾏、
（⼗⼋銀⾏：19/4））
20.1兆円／493億円

九州FG
（肥後銀⾏、⿅児島銀⾏）
10.0兆円／193億円

関⻄みらいFG
（みなと銀⾏、関⻄アーバン銀⾏、近畿⼤阪銀⾏）
11.7兆円／310億円

第四北越FG
（第四銀⾏、北越銀⾏）
8.7兆円／206億円

三⼗三FG
（三重銀⾏、第三銀⾏）
4.0兆円／78億円
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(6)未来投資会議 経済政策の方向性(案)

【 未来投資会議 「経済政策の方向性に関する中間整理案 （関連部分 抜粋） 】

（資料）内閣官房資料より、みずほ総合研究所作成

【 地方施策の強化 】
 地方銀行や乗合バス等は、地域住民に不可欠なサービスを提供しており、サービスの維持は国民的課題である。経営

環境が悪化している地方銀行や乗合バス等の経営力の強化を図る必要がある

 このため、独占禁止法の適用に当たっては、地域のインフラ維持と競争政策上の弊害防止をバランス良く勘案し、判断

を行っていくことが重要である。地方におけるサービスの維持を前提として地方銀行や乗合バス等が経営統合等を進め

る場合に、それを可能とする制度を作るか、または予測可能性をもって判断できるよう、透明なルールを整備することを

来夏に向けて検討する

（中略）

【 地銀・乗合バス等の経営統合などに対する競争政策上の制度創設・ルールの整備 】
 競争政策の重要性に鑑み、企業結合規制について一定の例外をもたらすのであれば、そのような例外的対応を取るに

あたっては、地域経済の維持発展や地域のインフラ維持といった大きな視点が必要である

 地方銀行、第二地方銀行は、全国の5割の企業のメインバンクを務めている一方、過半数が本業で赤字となっている現

状にある。 （中略） このため、県域にかかわらず、地域経済の実情を踏まえ、地方銀行・乗合バス等の地方基盤企業

の統合・強化・生産性向上を図るため、地方基盤企業の経営統合に対する独占禁止法の適用の在り方（新たな制度創

設または予測可能性をもって判断できるような透明なルールの整備）を検討する必要がある

 また、地方銀行や乗合バス等の経営統合などに対する独占禁止法の適用を判断するに際して、公正取引委員会の専

門性を向上させるための専門の部署の設置や、関係省庁による公式な意見表明制度の導入等によりその知見を公正

取引委員会の審査プロセスに反映することについて検討する

◯ 政府（内閣官房）は、未来投資会議で示した「経済政策の方向性に関する中間整理案」（2018年11月26日公表）において、

「地銀等の経営統合などに対する独占禁止法の適用の在り方」について論点を提示



４．リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）の有用性

～経営戦略を明確化・可視化し、処方箋を策定するツール～
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 事後的なリスク管理のツールではなく、収益とリスクの双方をフォワードルッキングに評価した上で、経営戦略

を策定・遂行・評価する経営管理の枠組み

 経営陣自らが責任を持って構築する経営の根幹のプラットフォームであり、「経営のあり方」そのものを表現

 内外の環境変化に柔軟に対応するフレームワーク
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【 リスクアペタイト･フレームワーク（RAF） 】

（資料）みずほ総合研究所作成

【 リスクアペタイト（RA） 】

 定量項目である「収益・資本・流動性」と、定性項目である「企業文化・経営方針・経営目標」から構成

 リスクアペタイトにより、各金融機関の企業価値や経営戦略を直接的に表現

地域銀行にとって、「持続可能なビジネスモデルの構築」に向けた処方箋を考える上で有用なツール

リスクアペタイト・フレームワーク（RAF)

(1)地域銀行におけるRAFの活用意義

◯ リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）は、地域銀行にとって、「持続可能なビジネスモデルの構築」に向けた処方箋を

考える上で有用なツール

‧ RAFでは、自らの戦略目標や事業計画を達成するために進んで受け入れるリスクの種類・量である、リスクアペタイト

（RA)を設定



◯ これからの地域銀行のビジネスモデルを検討するプロセスにRAFを活用することは効果的であるが、これまでの経営戦

略の検討プロセスと異なり、RAFの活用検討において、以下の3点は強く意識することが必要

【 地域銀行におけるRAFの活用に関する留意点 】

 RAF策定のガイドラインは存在しない

 地域銀行にとっては、経営環境が異なる大手行の事例を真似るのでは不十分。自行に合ったRAFの構築が必要

 RAFは「経営そのもの」であり、経営トップが「経営の覚悟」に基づいて策定するスタンスが重要

 ボトムアップではなく、経営陣としての判断が出発点

 地域銀行として「どうあるべきか、どうなりたいか」を示す

 RAFはその地域銀行の企業価値や経営戦略を体現するもの。組織全体に理解され、実践されることが重要

 RAFは組織内に健全なリスク文化を醸成するために有効。但し、そのためには文書に基づく理解共有が必要

①横並び意識を捨て自行に適合したRAFを策定

②経営トップが自らリーダーシップを発揮して策定する必要

③地域銀行として中長期的に目指す姿を明確に定義し、可視化する必要

(2)地域銀行におけるRAFの活用に関する留意点
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（資料） みずほ総合研究所作成



◯ リスクアペタイトを「リスクアペタイト・ステートメント(RAS)」として文書化することで、組織全体に共有され、実現可能に

‧ RASは、自行の企業価値や経営戦略を直接的に表現するもの。「格調の高い表現が並ぶ企業理念」ではなく、「組織とし

てどのように行動するか」を定義する、具体的で分かりやすい文章であることが必要
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【 RASの概要 】

 RASは単なる「お題目」ではなく、地域銀行がビジネスモデルの転換を実現するための処方箋。実効的なRASを策定できる

か否かが生き残りの分水嶺に

 RAFを高度化するためには、定量面と定性面のバランスの取れたRASが重要。RASを通じて組織全体に経営戦略・財務

目標、リスク文化や行動規範が共有化され定着する

 RASは、ステークホルダー（株主・顧客・監督当局・従業員等）からの要求・期待を踏まえ、足許や将来の経営環境を勘案し、

経営陣として「将来の目指す姿」を示し、その経営戦略と整合性を担保した上で、「戦略的に取るリスクと取らないリスク」の

優先順位を付けた文書のこと

 文書化されることで全行員に共有され、企業文化・リスクカルチャーの定着につなげることが可能に

 取締役会はRASを承認し、経営陣は承認されたRASの範囲内で業務執行を行う。取締役会はRASをベースに経営陣に対する監督を行う

 RASは金融庁等の監督当局のモニタリング時のコミュニケーションツールとしても機能する

リスクアペタイト・ステートメント(RAS) ＝ 「経営のあり方」そのものとしてリスクアペタイトを記した文書

 RASは策定後には「経営としてのコミットメント」となり、経営管理の枠組みとして厳格なモニタリング対象に

 RAF・RASを基軸に、取締役会は執行を監督し、金融当局は地域銀行のモニタリングを実施

（資料） みずほ総合研究所作成

(3)RASの位置付け ①リスクアペタイト・ステートメント(RAS)の概要
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 当該金融機関として目指す姿・ビジネスモデルや

企業文化（リスクカルチャー）

 当該金融機関が財務的に目指す目標（当期利益・

ROE等）

 目指す姿を達成するために戦略的に取るリスクと取

らないリスクの明確化

 定量化できるリスクについては許容されるリスク

量を設定

 定量化が困難なリスクについては定性的ステー

トメントで対応方針を明確化

 リスクカテゴリーや事業部門単位の考え方（部

門やリスクカテゴリー単位のリスクテイクの考え

方等）

 RAFを運営するための経営陣や取締役会等の役割・

責任等

1st Layer ビジョン・ミッション

2nd Layer 中期的なリスクアペタイト方針

3rd Layer 単年度のリスクアペタイト方針

経営基盤戦略方針 財務戦略方針

事業戦略方針

経済環境認識

＋
（全体） 経営基盤

戦略方針
財務

戦略方針
事業

戦略方針

（各分野別）

（資料） みずほ総合研究所作成

【 RASの階層構造（一般的な事例） 】 【 RASに盛り込むべき内容 （例） 】

◯ RASを組織全体に浸透させるには、組織全体の行動様式として具体的かつ平易な文書で定義することが必要

‧ 一般にRASは、①ビジョン・ミッション、②中期的なリスクアペタイト方針（経営基盤戦略・財務戦略・事業戦略など）、③単

年度の方針（同）という3層構造で表現されることが多い

(3)RASの位置付け ②RASの階層構造と盛り込むべき内容
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(3)RASの位置付け (参考) RASの具体的イメージ例

グループのビジョン・ミッション1st  Layer

中期的なグループリスクアペタイト方針

地域経済の発展に貢献し、地域経済の成長にフォーカスしたコアビジネスを強化する

○ 経済環境認識を記載 ⇒ メインシナリオだけでなく、想定されるリスクシナリオについても記載

○ 上記環境認識を前提とした場合の経営戦略のプライオリティ ⇒ リスクテイクの基本的考え方
・ 地域経済をコア領域に設定し、対顧ビジネスに経営資源（人・経費・キャピタル）を優先的に配分する

－ 足許は収益基盤の整備期間と位置付け、5年後を目標に資本コストを上回る収益力の達成を目指す → 当面は低収益を許容
・マイナス金利の影響を打ち返すために、新たな事業領域へのリスクテイクを開始する

－ 新たな事業領域はクレジットリスクを対象とし、リスク上限を明確に定めた上で運営する
・ 金利変動リスクや流動性リスクに配慮し、市場関連リスクは抑制対応とし、安定的な市場収益の維持を目指す

2nd Layer

経営基盤戦略方針

○ 地域経済に貢献できる強固な経営基盤を構築する
○ 強固なコーポレートガバナンス体制を構築する（社外取締役の選任）
○ 金融機能についてはオープンを前提とし、連携戦略を推進する

単年度のグループリスクアペタイト方針

＋

3rd  Layer

経営基盤戦略方針 財務戦略方針（全体） （各分野別） 事業戦略方針

事業戦略方針

○ 地域経済をコアビジネスへ位置付け → 事業性評価 ＋ 住宅ローンの収益性向上 ＋ ソリューションビジネス強化
○ 新規事業領域の収益化 → 首都圏ビジネス（ストラクチャードファイナンス等） ＋ デジタルバンクの設立

（資料） みずほ総合研究所作成

財務戦略方針

○ CET1比率●%以上
○ ROEは▲%程度へ下方修正し、配当性向は■%を維持
○ 政策株は積極的に売却し、財務基盤を強化

地域とともに新たな価値を創造し続ける「ベスト・リージョナルバンク」を目指す



◯ RASで明確化・可視化した経営目標を達成するには、「目指す収益構造」を定量化することが必要

‧ RASを単なる定性的な目標とするのではなく、RASと整合性の取れた経営資源の配分、とりわけRAFの根幹であるキャ

ピタルアロケーションにまで定量的に展開することが必要

‧ RASを「経営戦略フロー」に展開することで、より実効性を持つことに

31

【 経営戦略フロー（例） 】

① 「前年度末資本＋今年度予想利益－株主還元」を配分可能なキャピタル総額とする

② 配分可能なキャピタル総額からリスクバッファ、戦略案件見合いの留保分を控除したものを、事業部門への

配分額とする

③ 各事業部門の配分資本と目標ROEを設定し、部門単位の当期利益を算出

⇒この合計値と利益目標の対外公表値との整合性を確保する必要

RASと収益構造の整合性を経営レベルで徹底的に議論し、最終的に経営のコミットメントとして決定

 地域銀行として目指す持続可能なビジネスモデルが可視化

 可視化されることで、その後のモニタリングも強化され、持続可能なビジネスモデルへの転換がより

実効性を持つことに

（資料） みずほ総合研究所作成

(3)RASの位置付け ③経営戦略フロー
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(3)RASの位置付け (参考) 経営戦略フローの策定例

（資料） みずほ総合研究所作成

〔配分資本〕 〔目標ROE・税前〕 〔税前当期利益〕

× ＝

× ＝

× ＝

× ＝

連結当期
250億円

政策株売却
±0億円

前年度末
CET1資本

5,000億円

＊有証の
含み益を
除く

配当
125億円

配分可能な
キャピタル

総額

↓

5,125億円
事業部門に
配分する
キャピタル

↓

5,000億円

デジタル
バンク設立

50億円

リスク
バッファ
75億円

ストレス
テスト

戦略案件

A県コア
1,500億円

ROE
2％

税前当期
30億円事

業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
戦
略

連結ROE 5％程度

連結当期 250億円

株
主
還
元

新規・首都圏
300億円

新規・デジタル
200億円

市場
3,000億円

ROE
3％

ROE
3％

税前当期
9億円

税前当期
6億円

ROE
10.4％

税前当期
312億円

税前当期
357億円

税引後当期
250億円

実効税率
30％

対外公表値 対外公表値と部門目標との整合性検証

【 経営戦略フローの策定例 】
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◯ 経営トップは、経営戦略フローに基づくキャピタルアロケーションの枠組みの中で、「市場部門」の経営戦略や収益構造上

の位置付けについて、明確な形で説明責任を果たすことが必要

【 経営戦略フローを通じた市場部門の位置付け整理 】

(4)RASで明確化すべき項目 ①市場部門の位置付け整理

「市場部門に上手く収益を上げて欲しい」という希望的観測ではなく、

キャピタルアロケーションの枠組みの中で、

経営トップが明確に「市場部門」の経営戦略や収益構造上の位置付けについて、

説明責任を果たすことが必要

• ステークホルダーの期待や、経済／市場環境等を踏まえ、収益の元手としてのキャピタルを

「どの部門にどれだけ配分し、どの程度のROEを期待するか」

を経営戦略（RAS）と整合性を持って決定することが必要

 『経営戦略フロー』を策定し、RASと整合性の取れた資本配分が可能か検証することが重要

（資料） みずほ総合研究所作成
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【 「市場部門」の位置付けの2つの選択肢 】

(4)RASで明確化すべき項目 ①市場部門の位置付け整理

「市場部門」の経営戦略・収益構造上の位置付けとしての選択肢は2つ

① 「市場部門」をコアビジネスに位置付け

② 「市場部門」は“付随業務”として補完的位置付けに

いずれのケースでも、RASで方針の明確化が必要

（資料） みずほ総合研究所作成

 市場部門に対してキャピタル・人材等の経営

資源を対顧部門並みに配分し、リスク管理態

勢等の組織も経営の最優先事項として整備す

ることが必要

コアビジネスに位置付け① “付随業務”として補完的位置付けに②

 「余資運用は日本国債に限定」等の制約を

設定した上で、それに見合ったリスク管理

態勢を整備

◯ 「市場部門」の位置付けについて、RASで方針の明確化が必要

‧ コアビジネスに位置付けるのであれば、市場部門に対して経営資源を対顧部門並みに配分し、リスク管理態勢等の組織

も経営の最優先事項として整備することが必要
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【 経営戦略フローとRASとの整合性確保が困難な場合 】

(4)RASで明確化すべき項目 ①市場部門の位置付け整理

対顧収益の低迷、市場収益への期待困難により、対外公表のROEや当期利益の達成が難しい

場合、対外公表の目標レベルの妥当性を議論することが必要

• RASと経営戦略フローの整合性が確保できない場合は、対外公表の目標レベルの引き下げが必要

 上場している場合には、目標引き下げ後の中期的な経営戦略を株主・投資家に説明する必要

 一方で、非上場化による対応も選択肢として検討の要

（資料） みずほ総合研究所作成

◯ RASと経営戦略フローの整合性が確保できず、対外公表のROEや当期利益の達成が難しい場合、対外公表の目標レベ

ルの妥当性を議論することが必要
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（資料） みずほ総合研究所作成

〔配分資本〕 〔目標ROE・税前〕 〔税前当期利益〕

× ＝

× ＝

× ＝

× ＝

連結当期
250億円

政策株売却
±0億円

前年度末
CET1資本

5,000億円

＊有証の
含み益を
除く

配当
125億円

配分可能な
キャピタル

総額

↓

5,125億円
事業部門に
配分する
キャピタル

↓

5,000億円

デジタル
バンク設立

50億円

リスク
バッファ
75億円

ストレス
テスト

戦略案件

A県コア
1,500億円

ROE
2％

税前当期
30億円事

業
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
戦
略

② 市場部門に対する期待値を、RASとの整合性を確保しつつ決定

・オプションA ： 当初案通りに決定

⇒ 高い目標を課す以上、市場部門をコアビジネスへ格上げ

・オプションB ： 対外目標を下方修正し、市場部門の目標も引下げる

・オプションC ： 市場部門の目標を引下げ、対顧部門の目標を引上げる

⇒ 対顧部門の目標ROEを引上げるには、経費削減や抜本的構造改革

等を追加的に実施し、対顧部門の収益性を強化することが必要に

連結ROE 5％程度

連結当期 250億円

株
主
還
元

新規・首都圏
300億円

新規・デジタル
200億円

市場
3,000億円

ROE
3％

ROE
3％

税前当期
9億円

税前当期
6億円

ROE
10.4％

税前当期
312億円

税前当期
357億円

税引後当期
250億円

実効税率
30％

対外公表値
① 対外公表値と部門目標との整合性検証

・ 対外公表値であるROE5％・当期利益250億円を達成するには市場部門のROEを10.4％とする必要

⇒ 自社の実力で可能か否か、リスクバッファは十分か等を客観的に判断 ⇒ 経営レベルの判断

(4)RASで明確化すべき項目 (参考)経営戦略フロー(RASと収益構造の整合性検証①→②)
【 経営戦略フローの策定例（市場部門の位置付けを巡るRASと収益構造の整合性検証） 】



◯ 地域銀行がRASと「経営戦略フロー」との整合性を考える上で、地域銀行の株主が期待するリターン水準と現実問題とし

て達成可能なリターン水準とのギャップが問題に

‧ 多くの地域銀行は各地域の中核であり、極力、自力で持続可能なビジネスモデルへの転換を目指し、“破壊的（ディスラプ

ティブ）”な改革に果敢に挑戦することが必要。この場合、必要なコストを加味したフェアリターンを追求し、対顧部門に加え

て市場部門もコアビジネスに位置付ける方針を、RASで明確にして経営としてコミットすることが求められる

 地域銀行が地域経済の活性化に貢献するとしても、ビ
ジネスとして成立することが前提

↓
 必要なコストを加味したフェアリターンを追求し、独力で

ゴーイングコンサーンを確保できるビジネスモデルの構
築を目指す

 地域経済の状況によっては、上場企業として求められる
利益水準（ROE等）を維持することは困難な場合も想定

↓
 非上場化することで目標とする利益水準を引き下げて、

地域経済の実情に見合ったビジネスモデルへ転換する
選択肢も存在

論点：地域銀行は上場を維持する必要があるか

独立したビジネスモデルを構築オプションA 非上場化し地域経済と実質一体にオプションB

RASと「経営戦略フロー」は整合的に定義できるかYES NO

【 地域銀行における上場維持の必要性判断 】

 各地域の中核となる地域銀行は、抜本的にビジネスモデルを
変革し、独立採算で成立する地域銀行を極力目指すべき

 他の地域銀行との経営統合も検討対象

⇒RASにおいて、この点を経営の“覚悟”としてコミット

（資料） みずほ総合研究所作成

(4)RASで明確化すべき項目 ②上場維持の必要性判断 (a)RASと経営戦略フローの整合性

37
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 地域経済の活性化によりメリットのある地元関係者

を中心にコミュニティを組成し、株式の受け皿となる

ことで地域銀行を非上場化

⇒ 腰を据えて「地域経済への貢献」が出来るビジ

ネスモデルへ転換

 制度的には「株主コミュニティ制度」を参考に「非上

場」と「上場」の中間的な受け皿を新設することを検

討する必要

⇒ 非上場化後も株主への説明責任やガバナンス

を確保できる枠組みとすることが不可欠

⇒ 非上場化のコストについては、必要に応じて公

的サポート（金融機能強化法の活用等）を検討

◯ 厳しい地域経済を背景に、上場企業として求められる利益水準の維持が困難な地域銀行の場合、非上場化によって収益

目標を引き下げることも一案

‧ 安易に市場収益に依存せず、対顧部門をコアビジネスに位置付け、地域経済の状況に合わせて時間をかけて持続可能

なビジネスモデルへと転換していくという選択肢。そのためには、非上場化の受け皿の構築が必要。既存制度の「株主コ

ミュニティ制度」を参考に、「上場と非上場の中間的な受け皿」のような制度導入は検討の余地

【 地域銀行の非上場化手法 】 【 (参考）株式コミュニティ制度の概要 】

（資料） みずほ総合研究所作成 （資料） 金融庁、日本証券業協会資料より、みずほ総合研究所作成

非上場株式取引
の一般原則

（旧）グリーン
シート

株主
コミュニティ制度

証券会社

顧 客 顧 客

証券会社

証券会社

顧 客顧 客

株主コミュニティ

• 投資勧誘は原則
禁止

• インサイダー取引
規制の適用対象
外

• 投資家の範囲を
限らず、投資勧誘
が可能

• インサイダー取引
規制の適用対象

• 開示義務（自主規
制）の適用対象

⇒  非上場企業に
大きな負担

2018/3/31制度廃止

• 株主コミュニティ内に限って投
資勧誘が可能（株主コミュニ
ティ参加の勧誘は不可能）

• 応援したい企業の株式の長期
保有を想定

• インサイダー取引規制は適用
対象外

• 開示義務（自主規制）の軽減
⇒ 非上場企業の負担を軽減

○
○ ×

×

(4)RASで明確化すべき項目 ②上場維持の必要性判断 (b) 非上場化の選択肢



◯ 地域銀行がビジネスモデルを転換するには、取締役会の活性化を通じた地域銀行自身による「自己改革」が極めて重要

‧ 「コーポレートガバナンス」として自ら改革に取り組むことが必要であり、RASにおいて明確化する必要

◯ 取締役会の活性化の為には、社外取締役の有効活用が不可欠

‧ 社外取締役には「経営に対する監督機能」と「経営に対する助言機能」が期待されるが、地域銀行においては後者の機能

を重視すべき

――― ビジネスモデルの抜本的転換の為には、地元外からの「外部・異業種」の人材を活用することが重要

‧ 非上場化を選択する場合においても、「地域＝コミュニティ」に対する説明責任担保の観点で社外取締役の活用は必要

これまでの地域銀行のガバナンスモデル 社外取締役を活用した目指すべきガバナンスモデル

 『マネジング・モデル』

⇒取締役会が重要な業務執行の意思決定を行う
モデル

【従来モデルの問題点】
・ 取締役会の構成員が殆ど社内の業務執行者となるこ

とが多いため、監督と執行が人格的に分離されない

・ 取締役会メンバーが殆ど社内となるため、取締役会
の中に社長を頂点とした序列が形成されてしまう

・ 取締役会の構成員が多くなり、社外取締役がいても
孤立してしまう

 『モニタリング・モデル』
・ 取締役会の監督機能を徹底し、社外

取締役の視点によるチェックアンドバ
ランス機能を活用するモデル

→ 企業の不祥事を防止する効果

 『アドバイザリー・モデル』

・ 適切なリスクテイクを行い、企業価値
を持続的に伸ばすための経営に対す
る提言機能

→ 「事業性評価」モデルへの進化

適切な
CEOの

サクセ
ション

この機能を重視

【 社外取締役を活用した目指すべきガバナンスモデル 】

(4)RASで明確化すべき項目 ③コーポレートガバナンスの強化

39

（資料） みずほ総合研究所作成
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５．これからの地域銀行に必要なビジネスモデル

～ 「事業性評価」 ・「ITテクノロジー」 ～
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◯ 地域銀行において「対顧部門」をコアビジネスとする為には、以下の3点についての方針を明確化することが必要

【 地域銀行の「対顧部門」をコアビジネスとする上でのポイント 】

 例えば、大都市圏への積極的な進出や、合併や経営統合による県外進出による営業基盤の拡大戦略も選択肢に

 地域銀行の再編は地域銀行の経営戦略の重要な選択肢の1つではあるが、ターゲットや戦略を明確にすることが不可欠。
単に規模のメリットによる効率化を目的とした再編だけでは生き残ることが困難

 「地域の顧客が必要とする金融サービスをタイムリーに提供する」ためには、地域銀行として伝統的な商業銀行以外の商
品・サービスを顧客に提供する戦略が必要

 「川上から川下まで全て自分のブランド」で内製化するのか（メガバンクGの戦略）、他の業種も含めてオープンに連携・グ
ループ化するのかを戦略として定義する必要。特にFinTech関連では、この戦略が極めて重要

 「地域深堀」による既存のフランチャイズバリューの強化と「地域活性化」による地域の産業構造の再構築に対して地域銀
行として貢献するという2つの事業戦略をバランス良く推進することが必要

 「地域深堀」にしても「地域活性化」にしても、地域の産業や顧客に対する“目利き能力”を背景にした「事業性評価」の能力
を持つことが全ての出発点。この戦略が「地域と共に進化する地域銀行」の基軸に

⇒「対顧部門」をコアビジネスとするには「事業性評価」への挑戦が前提となる

①広域化するのか or 「一県一行」で垂直統合するか or 単独で生き残るか

②商品・サービスを拡大するか否か

③地域経済へのコミットをどの様な事業戦略で実施するか

(1)「対顧部門」をコアビジネスとする上でのポイント

（資料） みずほ総合研究所作成
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(2)求められる事業戦略

【 RASへの反映が求められる事業戦略 】

◯ RASにおいて、事業性評価、ITテクノロジー（FinTech）の本格的活用に関する事業戦略の反映が求められる

（資料） みずほ総合研究所作成

事業性評価

ITテクノロジー
（FinTech）の

本格的活用

 事業性評価の体制整備

 ソリューションビジネスの提供体制

 信託機能の活用

 人材活用

 与信コストへの対応

 マーチャントバンキング業務

 地域経済の問題解決のためのFinTech活用

 RPA、コスト削減

 別ブランドでのデジタルバンク



地域銀行の人材を地域経済再生にどのように活用するか
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◯ 「事業性評価」を実施するには、行員の教育・育成コストや弁護士等の外部委託コストが追加的に発生するものの、地域

銀行のビジネスモデル転換には不可欠な戦略との認識が必要

‧ 部店評価や人事評価のような組織運営の基本となる考え方を「事業性評価」に合わせて全面的に変更することが必要。

企業カルチャーの変革が求められる

――― 「事業性評価」が成果を上げるまでには時間とコストが必要となるが、抜本的なコスト構造改革等によりコストを吸

収する等の強いコミットメントを経営トップが示した上で「事業性評価」を最優先の事業戦略に位置付ける必要

【 地域銀行における「事業性評価」の論点 】

論点： 「事業性評価」を地域銀行における事業戦略の中核に据えるには何が必要か

論点③論点③

「事業性評価」を行う体制を地域銀行として構築できるか
~ 地域経済の分析力、営業・審査力、プロダクツ力、収益力 ~

論点①論点①

ソリューションビジネスに必要な機能は
地域銀行が全て自前で完結させる必要があるのか

論点②論点②

（資料） みずほ総合研究所作成

「事業性評価」モデルへの進化に伴う与信コストへの対応論点④論点④

(3)「事業性評価」への挑戦 ①「事業性評価」を巡る論点

地域銀行に限定した、全面的なマーチャントバンキング業務の解禁論点⑤論点⑤
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◯ 「事業性評価」が機能するには、「地域経済のことを良く知ること」→「顧客のことを良く知ること（事業の目利き）」→「必要

なソリューションを提供すること」→「適正な収益を確保すること」を有機的につなげることが重要

【 事業性評価の体制整備 】

「事業性評価」を行う体制を地域銀行として構築できるか

~ 地域経済の分析力、営業・審査力、プロダクツ力、収益力 ~

論点①論点①

①  地域経済の状況・見通しを確りと把握すること

 当該地域の産業構造、県内各地域の特色、経営者人材の状況等、地域のセミマクロ的な状況を把握
し、地域経済を対象とする事業ポートフォリオ戦略を策定する必要（業種・地域等の切り口による分析）

 各地方公共団体にあるデータを地域銀行と共有し、地方経済データベースを構築。地公体との連携体
制の構築が重要であり、「地域経済」の実情に合致した事業戦略を立案することが必要

②  取引先の財務データ・非財務情報を収集し、それに基づいて経営課題を抽出し、
経営者と対話すること

③  この対話に基づき経営者に経営課題の解決に向けたソリューションを提示し、対
応を促進すること

④  地域銀行として解決に向けたプロダクトを提供し、適正なリターンを確保すること

地域経済の
分析力

営業・審査力

（事業の目利き）

プロダクツ力

収益力（稼ぐ力）

（資料） みずほ総合研究所作成

(3)「事業性評価」への挑戦 ②「事業性評価」の体制整備
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（資料）まち・ひと・しごと創生本部事務局「地域経済分析システム(RESAS)データ一覧」

【 地域経済分析システム（RESAS）の構成 】

地域経済分析システム（RESAS）とは、国が地域経済に係る様々な官民のビッグデータ（人口動態、産業の強み、人の流れ等）を収
集し、わかりやすく「見える化」したシステム。地方自治体による、真に効果的な施策の立案、実行、検証（PDCA）を情報面・データ面
から支援するため、2015年4月より国が提供

①人口マップ ②地域経済循環マップ ③産業構造マップ ④企業活動マップ

⑤観光マップ ⑥まちづくりマップ ⑦雇用／医療・福祉マップ ⑧地方財政マップ

人口推計・推
移、人口ピラ
ミッド、転入
転出などが
地域ごとに比
較しながら把
握可能に

自治体の生
産・分配・支
出における
お金の流入・
流出が把握
可能に

売上や雇用
で地域を支え
る産業が把
握可能に
地域の製造
業、卸売・小
売業、農林水
産業の構造
が把握可能
に

地域の創業
比率や黒字
赤字企業比
率が把握可
能に
地域の特許
や補助金採
択企業の分
布が把握可
能に

国・地域別の
外国人の滞
在状況など
のインバウン
ド動向や、宿
泊者の動向
などが把握
可能に

人がどこにいつ
多く集まるのか
が把握可能に
事業所の立地
動向や不動産
取引の状況な
どまちづくりの
検討材料が取
得可能に

地域の雇用
や、医療・介
護を需要面
や供給面か
ら把握可能
に

各自治体の
財政状況が
比較可能に

◯ 国と自治体の政策対話ツールとして国が提供している「地域経済分析システム（RESAS）」を金融機関が活用するととも

に、同システムを活用している自治体との連携が重要に

‧ 地域金融機関の中には既に活用し、RESASと金融機関データを融合させた地域中核産業分析を行っているところも

(3)「事業性評価」への挑戦 (参考) 地域経済の分析力



 「事業性評価」を的確に行うには単に取引先の情報だけでなく、

業界動向や専門的な知識、さらに他地域の情報等が必要とな

り、地域銀行が「自己完結的」に行うことは難しい面が存在

• 地域銀行は地域で金融に関係する多様な主体を「アグリゲート

する（束ねる）」役割が期待されており、自らを「ハブ」と定義し、

外部の機能を積極的に活用するための組織体制を整備すべき

― 地域銀行同士の連携によって共有化できる情報・機能は

共同化し、コストをミニマイズすることも検討する必要

 連携対象となる外部プレーヤーは、「各種ファンド」「コンサル

ティングファーム」「知財・動産等の専門評価機関」「商社」等で

あり、基本的には「オープン戦略」を基軸にバリューチェーンを

構築する

• 外部プレーヤーとの単発の連携ではなく、これらの多様な外部

パートナーを地域銀行がイニシアチブを持った「ハブ」となって

「アグリゲート」する方向へ進化することを目指す

◯ 地域経済の活性化のためには地域における「ソリューションビジネスのバリューチェーン」を構築することが必要であり、

地域銀行はその中心的役割を担うことが求められている

【 事業性評価：「ソリューションビジネスのバリューチェーン」 】

地域銀行が中核となった、地域における
「ソリューションビジネスのバリューチェーン」の構築

コンサルティングファーム

地域銀行

各種ファンド

信託会社

地域金融機関

商社

知財・動産等の
専門評価機関

（資料）みずほ総合研究所作成

ソリューションビジネスに必要な機能は地域銀行が全て自前で完結させる必要があるのか
論点②論点②

(3)「事業性評価」への挑戦 ③ソリューションビジネスを自前完結すべきか
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◯ ソリューションビジネスの中でも、個人の資産承継（相続）や中小企業の円滑な事業承継、後継者不足といった課題解決

のためのソリューション提供やアドバイス業務はニーズが高まっており、信託業務は地域銀行にとって重要な機能に

‧ 銀行が信託業務を手掛ける形態は、外部と提携し提携先に顧客を紹介する「提携」、外部と代理店契約を結び、信託商品

の内容説明や信託契約の申込み受領等を行う「信託契約代理店」、信託に係る一連の業務を全て自前で実施する「兼営

信託」の3類型

‧ 兼営信託はノウハウの積み上げに時間を要するほか、人員の捻出など体制整備の負担が大きく、提携や代理店が主流

【 銀行の信託業務の形態 】

提携（紹介） 信託契約代理店（代理・媒介） 兼営信託

信託契約の
当事者

信託会社
信託銀行

信託会社
信託銀行

地域銀行

免許・登録 ‐ 登録 信託業務の兼営認可

登録・認可取得行数 - 81 24

業務例

委託者（顧客）に単にアドバイスを提
供する活動、指示を受けて行う商品案
内チラシの配布、一般的な信託商品
の仕組みや活用法等についての説明

信託契約の締結の勧誘、信託契約の
締結の勧誘を目的とした信託商品の内
容説明、信託の締結に向けた条件交
渉、信託契約の申し込みの受領（単に
契約申込書の受領・回収または契約申
込書の誤記・記載漏れ・必要書類の添
付漏れの指摘のみを行う場合を除く。）、
信託契約の承諾

一連の業務を全て実施

（資料）信託協会ホームページ、金融庁「信託契約代理店登録一覧（平成30年6月30日）」「兼営信託金融機関認可一覧（平成30年9月13日現在）」より、みずほ総合研究所作成

(3)「事業性評価」への挑戦 ④信託機能の重要性 (a) 活用形態
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【 地域銀行と信託機能 】 【 地域銀行が主体となった「信託会社」の設立検討 】

◯ 地域銀行において、「事業性評価」を受けた中小企業オーナーの事業承継、後継者不足を解決するソリューション提供及

びアドバイス業務は不可欠の機能であり、信託ビジネスの強化が必要

◯ 信託業務は、受託者責任を伴うビジネスであり、商業銀行とは分離した専門の信託会社を設立することで、より受託者責

任に則した専門的なサービス提供が可能となる面も

‧ 同一エリア内に地域銀行が多く存在する場合には、地域銀行のみで信託会社を共同設立することも一案。また、共同設

立先として信用金庫や既に信託業務の認可を銀行本体で取得している地域銀行と組むのも一手

（資料）みずほ総合研究所作成

現状で特に提携な
ど⾏っていない地
域銀⾏は共同で信
託機能を持つこと
にメリット

提携のみ

契約代理店登録のない銀⾏

兼営認可あり

契約代理店登録のある銀⾏

兼営認可なし

銀⾏本体で信託機
能を持つには相応
の経営資源が必要
となるほか、利益
相反管理体制が求
められる

提携や代理店では
信託機能をアウト
ソースすることに

地域銀行

信託会社

地域金融機関Ａ

地域金融機関Ｃ

地域金融機関Ｂ

ノウハウ、⼈材等資源の共有
ノウハウの蓄積、⼈材育成
各⾏の負担軽減 など

資本⾦：運⽤型1億円以上、管理型
5,000万円以上
信託業務や信託関係法令に関する知識
を有する者、信託業務や財産の管理・
処分業務に携わった経験を有する者
（営業本部、運⽤、管理部⾨は3年以
上の信託実務経験） など

（資料） みずほ総合研究所作成

想定コスト

想定ベネフィット

(3)「事業性評価」への挑戦 ④信託機能の重要性 (b) 地域銀行と信託機能
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◯ 信託業務に関して銀行本体と子会社とで業務範囲に大差はない

◯ 銀行本体が扱う不動産関連業務のうち、不動産仲介業は宅地建物取引業法の下で国土交通大臣の認可が必要

◯ 相続関連業務は2004年の兼営法改正により銀行本体での取り扱いが可能に

(3)「事業性評価」への挑戦 (参考) 地域銀行で取り扱い可能な信託業務

【 銀行グループの信託業務範囲 】

業務範囲

○銀行本体は兼営法に基づき兼営認可を取得することで信託業務（資産の運用・管理、不動産関連、証券代行、相続関連）を行うことができる
○信託銀行/会社を子会社とすることは可能（信託専門会社、信託業を営む外国の会社、金融関連業務を専ら営む会社（信託専門関連業務等））

「信託の引受」に係る業務

信託
業務

（狭義）
①資産の運用・管理業務

金銭信託、有価証券信託、金銭債権信託、動
産信託、不動産信託など

財産の管理、処分等に関連する各種サービスの提供

併営
業務

②不動産関連業務
土地信託、不動産仲介（国土交通大臣の認可
が必要など）、不動産事業証券化

不動産仲介は宅地建物取引業法の下で国土交通大臣の
認可が必要かつ取り扱いが可能な拠点数も当該認可に
おいて上限が定められる

③証券代行業務
株主名簿の管理、名義書換えなど上場会社
等の株式事務を発行会社に代わって行う業務

④相続関連業務 遺言執行、遺産整理等

相続関連業務については、1993年の地銀信託免許解禁

時は取扱いができなかったため、当時兼営認可を取得し

た銀行は2004年の兼営法改正で相続関連業務も取り扱

い可能となった際に改めて認可の取得が必要となった

（資料）野﨑浩成・江平亨編『銀行のグループ経営』（2016年、きんざい）、信託協会ホームページ等より、みずほ総合研究所作成
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（注）帝国データバンク「COSMOS2（企業概要ファイル）」より再編加工。

（資料）中小企業庁「2016年版中小企業白書」より、みずほ総合研究所作成

【 中小企業の経営者年齢の分布（年代別） 】 【 自社株承継信託（概略図） 】

0
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34歳
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55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

1995年

2000年

2005年

2010年

2015年

（％）
20年間で経営者年齢の山は
47歳から66歳へ移動

委託者兼受益者

（現オーナー） （信託銀行・会社）

受託者

信託契約

自社株（所有権移転）

（信託契約で予め指定された後継者）

（オーナー企業）

議決権の指図権行使

議決権行使

配当
配当

受託者

（信託銀行・会社）

自社株（所有権移転）

相続発生（信託契約終了）

（資料）みずほ総合研究所作成

◯ 中小企業の経営者年齢の高齢化が進んでおり、事業承継は今後ニーズが増加すると見込まれる

◯ 事業承継には信託を活用した手法があり、地域銀行は信託機能を保有することで顧客ニーズへの幅広い対応が可能に

‧ 現経営者が自社株を信託する自社株承継信託（遺言代用型信託）が主

――― 自社株を分割可能な「受益権」と「議決権の指図権」に分離し、使い方や渡す相手を定めることができる。例えば

相続発生までは委託者が両方の権利を保有し、相続発生後は非後継者の遺留分（受益権）に配慮しつつ、受益

権、財産所有権および議決権の指図権を後継者に移譲するなどと定めた信託契約を結ぶことも可能

(3)「事業性評価」への挑戦 (参考) 信託機能を活用した事業承継



 地域銀行が「事業性評価」を進める上では行員の教育・育成が不可欠。その一環として、「事業性評価」の目線

を持った行員を後継者不足に悩む地域の中堅企業に経営者として供給することも検討の要

‧ 「事業性評価」のソリューション実現には、経営を担える人材が不可欠であり、行員を供給することも必要

― 「事業性評価」のソリューションの実行部隊として地域銀行の人材を活用

―  優秀な人材に経営者としての経験を積ませることにもなり、幹部候補生育成プログラムとしても活用が可能

 地域銀行は、地域経済や地元企業のことを良く知る存在として、金融関連のソリューション提供だけでなく、

経営人材難に悩む地元企業に対する「人材供給会社」としての機能を担うことも検討する必要

‧ 地域銀行が経営人材に関する雇用の流動化の「ハブ」となって地域経済の再生に貢献できれば、間接的に地域銀行にもメリット

が期待できる。また、仮に行員による人材供給が難しければ、外部プレーヤーとして「サーチファンド（※）」の活用も検討要

（※）「人」を軸に投資する中小企業バイアウトモデルで、米国で展開。優秀な若者が出資を受け、キャリアをかけて価値向上に取り組む中小企業を
探す。その後、買収対象が見つかった段階で、追加出資を仰ぎ、企業を買収。若者が社長に就任して企業価値向上を果たす(事業承継)。

米国では、トップMBA卒業後のキャリアとして、サーチファンドの組成が急増中

【 事業性評価： 地域銀行の人材活用 】

◯ 「事業性評価」によるソリューションを実現するには、地域経済が一般的に抱える課題である「人材難」への対応が必要

‧ 地域銀行は地域における中核として、地元企業に対する「人材供給会社」としての機能を担うことも検討する必要

（資料）みずほ総合研究所作成

地域銀行の人材を地域経済再生にどのように活用するか
論点③論点③

(3)「事業性評価」への挑戦 ⑤人材活用
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◯ 地域銀行は、直近決算ではアセットクオリティ―が良好。但し、視点を変えると積極的なリスクテイクを行っておらず、本来

期待されている金融仲介機能が十分には発揮されていないとの見方も存在

「事業性評価」モデルへの進化に伴う与信コストへの対応
論点④論点④

(3)「事業性評価」への挑戦 ⑥与信コストへの対応 (a) 地域銀行の与信コスト

【 地域銀行105行合計：不良債権 】 【 同：与信費用比率(対総与信) 】
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（資料）日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成
（注） 与信費用比率=与信関係費用／総与信
（資料）日経Financial Questおよび各行決算短信より、みずほ総合研究所作成
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(3)「事業性評価」への挑戦 ⑥与信コストへの対応 (参考)銀行における信用リスク管理の枠組み

（資料）日本銀行資料等より、みずほ総合研究所作成

【 銀行における信用リスク管理の枠組み（例） 】

相関
（業種、地域等）

デフォルト時
エクスポージャー

（EAD）

デフォルト時損失率
（LGD）

格付別デフォルト確率
（PD)

ストレステスト信用リスク計量化信用リスク計量化

格付制度格付制度 格付モデル

信
用
リ
ス
ク
計
量
化
モ
デ
ル

予想損失
（EL）

非予想損失
（UL）

与信ポートフォリオの
信用リスク量

与信ポートフォリオの
信用リスク量

資本配賦

採算管理
ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ

経営資源の
配分

与信ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

審査管理の
高度化

• 債務者が将来の⼀定期間
にデフォルトする可能性

• ⼀般に、債務者格付の格
付区分毎に推計

（Probability of Default)

• デフォルトした時点での
損失⾒込額の割合
（LGD＝1－回収率）

• 保全の有無、担保の種類、
担保カバー率、債務者特
性等により分類して推計

（Loss Given Default)

• デフォルトした時点での
与信額

（Exposure at Default)

• 平均的に発⽣すると
予想される損失額

（Expected Loss)

• ⾮予想損失額
UL＝VaR-EL

（Unexpected Loss)

信用リスク管理信用リスク管理
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(3)「事業性評価」への挑戦 ⑥与信コストへの対応 (b) 適正なリスクテイク

◯ 「事業性評価」モデルへ進化させていく上では、「予想損失（EL)の範囲内で与信コストが発生しているのは適正なリスクテ

イクを行っている結果であり、与信管理上の問題はない」、ということを再認識する必要

① 基本的な考え方として、「予想損失(EL)の範囲内で与信コストが

発生するのは適正なリスクテイクを行っている結果であり、与信
管理上の問題はない」ということを再認識する必要
 「この貸出金は絶対に返済されるか」といった審査スタンスから、「この

取引先の事業リスクに見合った条件（金利、担保等）になっているか」に

軸足を置いた審査スタンスへの変更も検討の要

② 毎期ELレベルの与信コストの発生を許容するためには、非予
想損失(UL)に備えるためのリスクバッファ資本が必要。但し、地

域銀行によってはそこまでの十分な資本の確保が難しい事例も
存在
 まずRAFの枠組みの中で目指すビジネスモデルを定義し、そのモデル

を構築するために、どの水準の自己資本が必要かを明確化。そのプロ

セスでストレステストに対応するリスクバッファも定量的に明確化するこ

とが必要

 RAFの中でキャピタルの考え方が明確になっていれば、リスクバッファ

見合いの資本調達については公的資金の活用も選択肢か

【 与信コストへの対応 】 【 信用リスク計測と適正なリスクテイク 】

年間損失額

発
生
確
率

VaR
（Value at Risk）
⼀定の確率で発⽣
し得る、最⼤予想
損失額

UL
⾮予想損失額

UL = VaR - EL

EL
平均的に発⽣すると
予想される損失額

（資料）日本銀行資料等より、みずほ総合研究所作成（資料） みずほ総合研究所作成

適正な
リスクテイク

信頼水準
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（資料） 金融庁資料等より、みずほ総合研究所作成

・・・

銀行銀行

銀行子会社銀行子会社

銀行持株会社銀行持株会社

銀行5%以内
グループ合算
15%以内

銀行兄弟会社銀行兄弟会社

銀行子会社銀行子会社

銀行兄弟会社
（持株特定子会社）
銀行兄弟会社

（持株特定子会社）
一般事業会社一般事業会社

【銀行持株会社の業務範囲】
・子会社の経営管理並びに

これに付帯する業務
・グループ内の共通・重複業務

一般事業会社一般事業会社

グループ合算
15%以内

• 銀行子会社と銀行兄弟会社の業務
範囲は基本的に同じ

• 一定の要件を満たす銀行持株会社
グループは、銀行子会社に認められ
ない業務※を営む銀行兄弟会社（持
株特定子会社）の保有が可能

※商品現物の売買

(3)「事業性評価」への挑戦 ⑦マーチャント・バンキング業務 (a) 現行の業務範囲規制

【 日本の銀行グループに対する業務範囲規制 】

金融機関
（証券・保険・

信託等）

金融機関
（証券・保険・

信託等）

金融関連
業務会社
金融関連
業務会社

従属
業務会社

従属
業務会社

投資専門
子会社

ベンチャー
ビジネス会社

・
事業再生会社

【議決権保有の例外】
但し、一般事業会社と
の区分を図るため、詳
細な要件（ベンチャー企
業の場合、非上場、中
小企業者、設立後年数、
研究費、研究者数等の
要件）あり

◯ 日本の銀行グループ（銀行本体・子会社・兄弟会社等）に対しては、厳格な業務範囲規制が存在

‧ 一般事業会社の株式は、グループ合算で15％以内、銀行単体で5％以内までしか保有できず

‧ ベンチャービジネス会社・事業再生会社に対しては議決権保有の例外があるも、詳細な要件を満たす必要



 地域銀行が「事業性評価」モデルに転換できたとしても、当面はコストの問題もあり、なかなか収益に結びつか

ないことが想定。このため、「事業性評価」の実施に対する何らかのインセンティブ付けを検討する必要

‧ 「事業性評価」モデルによりリスクマネーを供与し事業が成功しても、デット（貸出）だけでは金利収入と元本が回収できるだけ

であり、民間銀行としてはリスク対比でリターンが少ない

‧ 一方でエクイティ性の資金であれば、事業成功時にはアップサイドメリットが期待

‧ 「事業性評価」の能力があれば、事業リスクに対する見極めは可能であり、デットの供給だけではなく一定範囲のエクイティ性

資金の投入は問題はないと考えられる

― 地域銀行の健全性の観点からエクイティ性資金はTier1の一定水準を上限とする等のリスク管理上の制限を設定すること

は検討する必要

 ファンド経由でエクイティを地域銀行が出すことは可能であるが、むしろ地域コミュニティを考えた場合には

地域銀行本体が直接に一定程度のエクイティ資金を供与するのがより合理的

‧ ファンドはEXITによりキャピタルゲインを狙うが、地域銀行はファンドのEXIT後も継続的に投資先（＝取引先）とメインバンクと

して付き合っていく必要があり、ファンドとは最終的に利害が一致しない可能性が高い

◯ 地域銀行において「事業性評価」を浸透・拡大させていくためには、地域銀行にとって「事業性評価」に対するインセンティ

ブが必要であり、地域銀行に限定した所謂「マーチャントバンキング業務」の解禁を検討すべき

【 地域銀行に限定したマーチャントバンキング業務の解禁 】

地域銀行に限定した、全面的なマーチャントバンキング業務の解禁
論点⑤論点⑤

(3)「事業性評価」への挑戦 ⑦マーチャント・バンキング業務 (b) 地域銀行向け論点
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（資料） みずほ総合研究所作成
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◯ マーチャントバンキング業務については、2007年頃に金融審議会で議論され、継続検討項目として整理された経緯

‧ 地域経済の現状を踏まえると、マーチャントバンキング業務の解禁による懸念事項は、取り組み主体を地域銀行に限定

すれば問題化しないと思料

（資料）金融庁資料より、みずほ総合研究所作成

「銀行・保険会社グループの業務範囲規制のあり方等について」（抜粋） ～金融審議会金融分科会第二部会報告（2007年12月18日）～

・・・ 銀行グループによるエクイティ保有の拡大については ・・・ 銀行グループによる産業支配等についての懸念が指摘される。

また、マーチャント・バンキング業務の実施は、現状においても相当程度可能であり、直ちに現行の規制を緩和する必要はない

のではないかといった指摘もある。これらを踏まえれば、銀行グループによるエクイティ保有の大幅な拡充については、他業禁止、

議決権保有制限等の現行規制の本来の趣旨を踏まえて整理していく必要があり、引き続き検討していくことが適当と考えられる。

【 金融審議会（2007年）での議論 － マーチャント・バンキング業務として取得・保有する議決権－ 】

金融機関・経済界からの意見

 金融機関に一時的なエクイティの保有を通じた経営課題の解決や総合的なファイナンスの提案が求められる状況において、

マーチャント・バンキング業務の大幅な拡充は、企業サイドの経営革新に大きく寄与するとともに、株式投資によるキャピタル・

ゲインの獲得手法の多様化にもつながり、国際競争力の観点からも大きな効果が見込まれる。

 銀行の子会社及び銀行持株会社の子会社のマーチャント・バンキング業務について、想定される懸念（他業禁止規制、議決権

保有規制、株式持合いの復活、銀行グループによる産業支配等）に対する適切な対応を検討の上、大幅に拡充してほしい。

(3)「事業性評価」への挑戦 (参考) 金融審議会での議論(2007年)
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(4) ITテクノロジーの活用 ①伝統的銀行におけるITテクノロジー活用の目的

◯ 伝統的銀行は、既存対面ビジネスの収益力が低下する中、ITテクノロジーを活用することによって「コスト（採算ライン）の

引下げ」と「収益性の向上」を実現することが必要に

‧ 既存対面ビジネスでの不採算顧客を、デジタル化により採算ラインを引下げ「採算顧客化」する取り組み

――― デジタル化を望まない不採算顧客については、手数料等の引上げや取引解消も選択肢に

‧ データ活用により、コンサルティング等の付加価値創出と案件捕捉強化を図り、顧客当たり収益性を増加させる取り組み

――― 対面/非対面、法人/個人を含めた全顧客層が対象になるが、収集可能なデータにより、効果は一様でないことも

【 ITテクノロジー活用の目的 】 【 採算ライン引下げと付加価値創出のイメージ 】

既存
対面ビジネス

収益力低下

ITテクノロジー
活用

コスト引下げ 収益性向上

今後の姿 デジタル化による
顧客/取引あたり

採算ラインの引下げ

顧客データの活用
による付加価値創
出と案件捕捉強化

デジタル化 データ活用

大 ← 顧客規模 → 小

収
益
性

デジタル化による
採算ライン引下げ

デジタルチャネルであれば、個別対応
でも採算確保が可能な顧客層

採算
ライン

データ活用による
付加価値創出

（資料）みずほ総合研究所作成
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◯ デジタル化の推進に向けたビジネスモデルは、「併存モデル」と「垂直統合モデル」の2つに大別される

‧ それぞれにメリット・デメリットが存在し、自社のカルチャーやリソースを勘案して、適切なモデルを選択する必要

(4) ITテクノロジーの活用 ②デジタル化推進の2つのアプローチ

【 デジタル化の推進に関するPros/Cons分析 】

デジタル化の推進に向けたビジネスモデル

併存モデル 垂直統合モデル

特徴

◯ 既存の銀行ビジネスを担う組織とは切り離した形

でデジタル新組織（デジタルバンクなど）を立上げ、

グループ内に両者を併存させることにより、競争を

通じた事業成長を企図

◯ 銀行ビジネスを担う既存の組織の中にデジタル・ユ

ニットを新設し、実験的・先進的な取り組みを推進

◯ 同一組織内でデジタル・ユニットとの人材交流を行

うことによって、既存事業もデジタル化を推進

Pros

◯ 既存組織とは切り離した形でデジタル新組織（デジ

タルバンクなど）を立上げることで、垂直統合モデ

ル対比で意思決定や実行の自由度を高められる

◯ デジタル関連事業に特化した新たな組織とすること

で、低コストかつ早期に立ち上げることが可能

◯ 既存の銀行ビジネスを含めた会社全体のデジタル

化が可能

◯ 事業上のカニバリゼーション（競合）やコストの二重

発生が起こりづらい

Cons

◯ グループ内に2つの組織が併存することになり、カ

ニバリやコストの二重発生が起こりやすい

◯ 既存ビジネスのデジタル化が進みづらい

◯ 会社全体のデジタル化を行うことになるため難易

度が高い

◯ 既存の巨大なシステムに手を加える必要があり、

多額のコストが必要

（資料）みずほ総合研究所作成
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◯ 地域銀行のFinTech活用のポテンシャルは大

‧ 地域銀行主体で別ブランドの“デジタルバンク”を立ち上げ、地域の実情に合ったビジネスモデルを構築していくことは、意

義の高い方策

【 地域銀行におけるFinTech活用をめぐる論点 】

論点： 地域銀行におけるFinTech活用

地域銀行こそFinTech活用のポテンシャルがあり、効果が大きいのではないか

論点①論点①

地域銀行主体で別ブランドの“デジタルバンク”を立ち上げる

論点②論点②

（資料） みずほ総合研究所作成

(4)ITテクノロジーの活用 ③地域銀行における論点
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◯ FinTechはクローズド経済の方が効果を発揮しやすい面があり、その意味では「地域＝コミュニティ」を対象とする地域銀

行こそITテクノロジー（FinTech）の本格活用を検討すべき

‧ 地域経済の状況に合致した“FinTechビジネス”を地域銀行発で立ち上げることは十分に可能

【 地域銀行におけるFinTech活用のポテンシャル 】

 FinTechの活用により、全く新しいビジネスモデルを構築可能。既にメガバンクを中心として大きな潮流となっており、

地域銀行においても様々な試みがスタートしているが、メガ対比劣後している状況

 FinTechはクローズド経済の方が効果を発揮しやすい面もあり、その意味では「地域＝コミュニティ」を対象とする地域銀行の

方が対応しやすい面も存在。地域の課題解決の観点で地域銀行が「ハブ」の機能を果たしやすい面も

 地域経済においては人口減少で様々なサービスへのアクセスが悪化する問題が発生しており、これをITテクノロジー

で解決するニーズが広がっている。地域銀行と地方公共団体の協働余地も拡大

‧ 「生活の不便さ」を解消するモバイルテクノロジーの活用は現実のものとなっており、これを地域銀行が「ハブ」となって解決

することへの期待は大。 音声入力AI等が進展すれば、高齢者等にとってもITテクノロジーはより使い易くなる

‧ 大都市よりもむしろ人口減少が継続する地方の方が銀行店舗の在り様が劇的に変わらざるを得ない面があり、地域銀行が

率先して店舗改革を実行することが必要

 地域経済の状況に合致した “FinTechビジネス”を「小さく産んで大きく育てる」発想で立ち上げることは十分に可能

地域銀行こそFinTech活用のポテンシャルがあり、効果が大きいのではないか
論点①論点①

（資料） みずほ総合研究所作成

(4)ITテクノロジーの活用 ④地域銀行における活用ポテンシャル



 大規模勘定系のレガシーシステムとは異なり、FinTechは参入障壁が高くない。地域の壁を越えてFinTech事業者（オン

ライン融資等）によって地域の顧客が侵食される恐れもある一方、地域銀行であっても自らを“ITテクノロジー企業”と定義

し、エンジニアを含むITテクノロジー機能を内製化するモデルへ進化することは可能

 具体的には、銀行免許を取得した別ブランドの“デジタルバンク”を設立し、地域の実情に合ったビジネスモデルを構築

‧ 基本的に「クラウド」「エコ」「オープン」のコンセプトで外部と積極的に連携し、デジタルバンクのシステム基盤の上で外部の機能を

いち早く取り込む

‧ アジャイル手法を導入し、「トライ＆エラー」をベースにスピード感を持った組織運営とする

‧ 別ブランドの“デジタルバンク”は、地域経済が「ヨソ者」の異能な人材（例えばFinTechのエンジニア）を受け入れる「受け皿」に位

置付ける。地方大学との連携も視野に検討する

 別ブランドの“デジタルバンク”は従来の銀行カルチャーや人事運営とは全く異なる別組織のエンティティとして設立し、運

営することが重要。1国2文化的な発想で先端的なビジネスモデルに地域銀行発で挑戦する

 先ずは、別ブランドの“デジタルバンク”を実験的に設立し、その後の運営状況等を踏まえてその後の戦略を検討

地域銀行主体で別ブランドの“デジタルバンク”を立ち上げる
論点②論点②

(4)ITテクノロジーの活用 ⑤別ブランドの“デジタルバンク”
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（資料） みずほ総合研究所作成

◯ 地域銀行であっても自らを“ITテクノロジー企業”と定義し、ITテクノロジー機能を内製化するモデルへの進化は可能

‧ 従来の銀行カルチャーや人事運営とは全く異なる、別組織・別ブランドでの“デジタルバンク“立ち上げは、地域銀行が先

端的なビジネスモデルに挑戦していく上で有効な方策

【 地域銀行における“デジタルバンク”立ち上げ 】
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(4)ITテクノロジーの本格的活用 ⑤別ブランドの“デジタルバンク” (参考) 海外事例

【 海外金融機関における別ブランドでのデジタルバンク事例 】

（資料） 各行公表資料より、みずほ総合研究所作成

デジタル
バンク
名称

Hello!
Bank

mBank buddy 
Bank

Mercus
GS Bank

SUNNY 
BANK

親会社名
（所在国）

BNP Paribas
（フランス）

Commerzbank
（ドイツ）

UniCredit
（イタリア）

Goldman
Sachs
（米国）

新韓銀行
（韓国）

提供サービス 預金、ローン、
クレジットカード、
住宅ローン、
保険等

預金、ローン、

中小企業取引、
証券取引、保険等

預金、クレジット
カード、

金融に関するライフ
コンシェルジュ
（有料）

預金、ローン 預金、ローン

特徴  フランスに加えて
ベルギー、ドイツ、
イタリア等で展開

 ポーランド、チェ
コ、スロバキアで
展開

 イタリアで展開
 iPhone専用のデ

ジタルバンク

 米国でリテール
マス顧客層を
ターゲット

 モバイルに特化
した金融サービ
スを提供

 来店しなくても、
非対面で本人認
証できる機能を
活用

 コンテンツの一
部として金融
サービスを提供



６．まとめ

～各行の強みや地域特性に応じた創意工夫が重要に～
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《 まとめ 》

 超低金利を背景とする本業利益の低迷や今後本格化する人口減少を勘案すると、各地域

銀行は持続可能なビジネスモデルに転換することが生き残りの条件

・ 地域経済がフランチャイズであることを踏まえると、基本的な目指す姿としては「地域と共

に進化する地域銀行」が一つの方向性であり、ビジネスモデルの原点回帰と言える面も

 ビジネスモデル転換にあたっては、各行の強みや地域特性に応じた創意工夫が重要

・ 多様化する顧客ニーズに対応するには、伝統的な商業銀行以外の商品・サービスの提

供が必要となるためオープンな連携・グループ化も検討の要

・ 経営統合は効率性改善に留まらず、収益力向上の取り組みが重要

・ 「地域と共に進化する地域銀行」の実現のためには、「事業性評価」を対顧戦略の基軸

に据えてビジネスモデルを再構築する必要

 不透明・不確実な経営環境に対応するためには、自らが目指す中期的な目標を経営として

明確に設定し、コミットすることが必要

・ このツールとしてRAFの枠組みを活用し、地域銀行としての経営戦略を可視化し、常時

モニタリングできる体制を構築することが重要

－ 特に、経営戦略を文書化した「リスクアペタイト・ステートメント（RAS）」が重要
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当レポートは情報提供のみを目的として作成されたものであり、取引の勧誘を目的としたものではありません。本資料は、当
社が信頼できると判断した各種データに基づき作成されておりますが、その正確性、確実性を保証するものではありません。
本資料のご利用に際しては、ご自身の判断にてなされますようお願い申し上げます。また、本資料に記載された内容は予告な
しに変更されることもあります。なお、当社は本情報を無償でのみ提供しております。当社からの無償の情報提供をお望みに
ならない場合には、配信停止を希望する旨をお知らせ願います。
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（※） 本資料は、みずほ総合研究所調査本部が作成した。
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